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第１章 計画の位置付け等                                        

（１）目的
将来を見据え、全ての公共施設等を対象として、総合的かつ計画的に施設の適切な維持管

理・更新を行うための基本方針を示すこと。 
（２）計画の概要 
①計画の位置付け 
本計画は、上位計画である「第８次豊田市総合計画・後期実践計画」の重点施策「まちの課
題解決力の強化」における「持続可能な地域経営」を具体化するもの。
②対象施設 
公共建築物（学校、交流館、庁舎等）、インフラ施設（道路、公園、水道、下水道等） 
③計画期間
2017 年度～2026 年度（10年間） 

第２章 本市の現状                                           

（１）人口の動向と将来予測 
総人口の見通しは、2030 年の 43 万人をピークに、2040 年まで概ね 42 万人が維持され
る。年少人口は 5 万人台が確保され、生産年齢人口は減少し、概ね 23 万人となる一方で、
老年人口は増加で推移することが見込まれている。

（２）財政状況 
2011 年度から 2020 年度までの各年度の予算規模は、1,586 億円から 1,859 億円の間
で推移している。今後、新型コロナウイルス感染症による社会経済への影響や、法人市民
税の一部国税化等により、厳しい財政状況が続くこととなる。 

（３）公共施設等の現状と今後の経費見込み
本市における公共施設等の修繕、改修、更新等に係る経費は施設の老朽化の進行や更新時
期の到来により増加していく見込みである。（試算値は下図のとおり） 

（４）公共施設等の管理における今後の課題
公共施設等の老朽化に伴う維持管理経費が増大していく一方、社会環境の変化や国の制度
改革等により、恒久的に歳入減少となる見込みである。そのような状況の中、公共施設等に
ついては、限られた財源の中で効果的かつ効率的な管理を行っていくため、中長期を見据え、
総合的、計画的に最適な管理を行う視点が必要となる。

第３章 公共施設等の管理に関する全体方針

（１）基本方針
中長期的な視点で、公共施設等を総合的かつ計画的に管理するため、次の４点を基本方針

に掲げ、取組を進める。 
①安全・安心な施設の管理
②更新時期の平準化と総量抑制を始めとしたトータルコストの縮減
③施設の有効活用の促進 
④計画的な管理の推進

（２）数値目標
①安全対策を着実に実施することで「計画期間内における施設の老朽化に起因する重大事
故ゼロの継続」を達成する。 
②第８次総合計画後期実践計画期間（2021 年度～2024 年度）における施設の維持に関す
る事業費（修繕、改修等のハード対策）について、「年平均 160億円規模の予算確保」を
目指す。 

第４章 施設ごとの個別方針                

（１）公共建築物
・施設の更新時期等に合わせ、利用状況等を踏まえた統合（機能の集約化・複合化）、廃止
などを行い、総量抑制の取組を進める。

・計画期間（～2026 年度）において施設の更新対象となった施設については、統合・廃止
の検討対象施設とし、具体的な統合・廃止の検討に着手する。 

・長寿命化対策を適切な時期に実施するなどの予防保全型の管理を行い、目標使用年数を原
則 57年以上（学校施設（小・中・特別支援学校）は原則 80年以上）に設定する。

（２）インフラ施設
・施設の特性や重要度に応じて、「予防保全」と「事後保全」に分類し、それぞれの方法に基
づいて維持管理を実施する。
・機能の重複や人口動向、土地利用の変化などを踏まえ、需要の著しい低下が見込まれる施
設については、更新時期に合わせて、機能を整理し、統合や廃止などを検討する。

第 5章 計画の推進                                          

（１）全庁的な取組体制の構築
庁内推進体制として設置している普通建設事業マネジメント会議、公共施設等総合管理計
画調整会議、各作業部会の中で部局横断的に取り組んでいく。 

（２）フォローアップの実施方針
本計画の目標指標の達成状況や個別施設計画に基づく取組の進捗状況等についてフォロ

ーアップを行い、豊田市総合計画の策定時期等に合わせ、見直しを行う。

「豊田市公共施設等総合管理計画（改定版）」概要

出典：豊田市調べ 

※水道・下水道事業については、公営企業会計のため除く。 
※2021 年度から 2026 年度は、第３章で設定する「施設の維持に関する事業費」の目標指標に準じた計上とする。
2027年度以降は、現時点の見通しを示すものであり、各年度の事業規模及び対策内容を担保するものではない。 
※建築物（更新）費用は、実績に基づく建築区分別の標準単価（円/㎡）で算出した概算費用のため、実際の更新費用
とは異なる。 
※建築物（更新）費用は、学校施設（小学校、中学校、特別支援学校）は築後 80 年、その他の建築物は築後 57 年で
既存施設と同規模の更新を行う場合で試算した費用。（外構整備、既存施設の解体費用は含まない） 


